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关于取消《加工贸易企业经营状况及 

生产能力证明》的公告 

商务部 海关总署公告2018年第109号 

 

 

根据国务院“放管服”工作部署和《国

务院关于促进加工贸易创新发展的若干意

见》（国发〔2016〕4号）精神，为深化加工

贸易管理体制改革，进一步提高便利化水平，

完善事中事后监管，在全国范围内取消《加

工贸易企业经营状况及生产能力证明》（以

下简称《生产能力证明》），由加工贸易企

业自主承诺具备相应生产经营能力。现就有

关事项公告如下： 

 

 

 

 

 

一、自2019年1月1日起，企业从事加工

贸易业务不再申领《生产能力证明》，商务

主管部门不再为加工贸易企业出具《生产能

力证明》。 

 

 

二、企业开展加工贸易业务，须具备相

应生产经营能力。加工企业应具有与业务范

围相适应的工厂、加工设备和工人，经营企

业应具有进出口经营权。企业应自觉履行安

全生产、节能低碳、环境保护等社会责任。 

 

 

 

 

 

三、企业开展加工贸易业务，须登录“加

工贸易企业经营状况及生产能力信息系统”

（https://ecomp.mofcom.gov.cn/），自主

填报《加工贸易企业经营状况及生产能力信

息表》（以下简称《信息表》），并对信息

真实性作出承诺。《信息表》有效期为自填

报（更新）之日起1年，到期后或相关信息发

生变化，企业应及时更新《信息表》。 

 

 

 

 

四、已网上填报《信息表》的企业到主

管海关办理加工贸易手（账）册设立（变更）

手续，无须提交纸质《信息表》。 

 

≪加工貿易企業経営状況および 

生産能力証明≫取消に関する公告 

商務部 税関総署公告 2018年第 109号 

 

 

国務院の「放管服（行政簡素化および権限

委譲・開放および管理の結合・サービス合理

化）」業務の手配および≪国務院：加工貿易

刷新・発展の促進に関する若干の意見≫（国

発[2016]4号）の主旨に基づき、加工貿易管

理体制改革を深化させ、さらに利便化レベ

ルを引き上げ、期中・事後監督管理を完備

するため、全国範囲において≪加工貿易企

業経営状況および生産能力証明≫（以下≪

生産能力証明≫）を取り消し、加工貿易企

業が相応の生産経営能力を備えていること

を自主的に承諾するものとする。ここに関

連事項について以下の通り公告する： 

 

一、2019年 1月 1日より、企業が加工貿

易業務に従事する場合、≪生産能力証明≫

を申請・受領せず、商務主管部門は加工貿

易企業に≪生産能力証明≫を発行しないも

のとする。 

 

二、企業が加工貿易業務を行う場合、必

ず相応する生産経営能力を備えていなけれ

ばならない。加工企業は業務範囲に相応し

い工場・加工設備および労働者を有してい

なければならず、経営企業は輸出入経営権

を有していなければならない。企業は、安

全生産・省エネ/低炭素・環境保護などの社

会的責任を積極的に履行しなければならな

い。 

 

三、企業が加工貿易業務を行う場合、必ず

「加工貿易企業経営状況および生産能力情報

システム」（https://ecomp.mofcom.gov.cn/）

に登録し、≪加工貿易企業経営状況および生

産能力情報表≫（以下≪情報表≫）に自主的

に記入して報告し、併せて情報の真実性につ

いて承諾しなければならない。≪情報表≫の

有効期限は、記入・報告（更新）日より 1年

とし、期限到来後あるいは関連情報に変更

が生じた場合、企業は速やかに≪情報表≫

を更新しなければならない。 

 

四、≪情報表≫をオンラインで記入・報

告済みの企業は、主管税関において加工貿

易手（帳）冊の設置（変更）手続を行い、

紙ベースの≪情報表≫を提出する必要はな

https://ecomp.mofcom.gov.cn/
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五、企业在2019年1月1日前已取得《生

产能力证明》，且信息无变化的，仍可凭有

效期内的《生产能力证明》到主管海关办理

加工贸易手续。 

 

 

六、企业作出不实承诺的，将被记入企

业诚信记录，并依法采取降低海关信用等级

等措施。 

 

七、商务主管部门和海关要继续加强对

加工贸易企业的服务和指导，做好政策宣传

推介，确保加工贸易管理工作平稳运行。 

 

 

 

附件：《加工贸易企业经营状况及生产能力

信息表》打印表.pdf 

 

商务部 海关总署 

2018年12月29 日 

い。 

 

五、企業が 2019年 1月 1日前に≪生産能

力証明≫をすでに取得しており、かつ情報

に変更がない場合、有効期限内の≪生産能

力証明≫により主管税関において加工貿易

手続を行うことができる。 

 

六、企業が真実でない承諾を行った場合、

企業信用記録に記録され、法に基づき税関

信用等級の降級などの措置を講じる。 

 

七、商務主管部門および税関は、加工貿

易企業に対するサービスおよび指導を引き

続き強化し、政策宣伝および促進を適切に

行い、加工貿易管理業務の穏当な運営を保

証しなければならない。 

 

付属文書：≪加工貿易企業経営状況および

生産能力情報表≫印刷表.pdf 

 

商務部 税関総署 

2018年 12月 29日 

 


